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新

術技 術 ・新製 品

9Cr-ODSフ ェ ライ ト/マ ル テ ンサ イ ト鋼

燃料被覆管の開発

鵜 飼 重 治*1)皆 藤 威 二*2)大 塚 智 史*2)

藤 原 優 行**小 林十思美***

1.は じ め に

HT9等 のフェライ ト系耐熱鋼は格段に優れた中性子照射

損傷抵抗性を有していることから,原 子力の高速炉分野にお

いて燃焼度200GWd/tの 高燃焼度燃料の被覆管材料 として

これまで使用されてきた.し かし,フ ェライト系はオーステ

ナイト系の耐熱鋼に比べて高温強度が劣ることから,そ の使

用温度は873K以 下に制限されている.こ の課題を克服 し

て高速炉の高効率運転を実現すべ く,照 射損傷抵抗性に優れ

たフェライト鋼中にY203粒 子を分散 してその高温強度を向

上させた酸化物分散強化型(Oxide Dispersion Strengthened)

フェライト鋼の開発がこれまで行われてきた.し かし金属粉

末とY203粉 末のメカニカルアロイング(MA)処 理粉末を固

化成形 したODSフ ェライト鋼は硬 くて脆い難加工性材料で

あることから,固 化成形体からの冷間圧延による被覆管への

製管はこれまで不可能であった.こ れに対 して著者らは,そ

の組織制御技術を独自に開発することにより,世 界で初めて

冷間圧延による被覆管製造を可能にするとともに,酸 化物粒

子のナノ制御技術を開発して,フ ェライ ト系耐熱鋼管 として

は世界最高の高温強度を有する9Cr-ODSフ ェライ ト/マル

テンサイト鋼被覆管を実用化した(1).

2.組 織制御技術開発

(1)ナ ノ ・メゾ組織制御技術の開発

著者 らはMA中 にY203粒 子 は分解 して母 相に強制 固溶状

態 になった後,約1273K以 上 の焼鈍過 程で酸化物粒子 とし

て微細析 出す ることを発見 し,特 にTiを 同時添 加す る と複

合酸化物Y2Ti207(Y203-2TiO2)が2nm程 度 のサ イズで超微

細析出する ことを明 らかにした(2).開 発 した鋼種の基本成分

は9Cr-0.13C-0.2Ti-2W-0.35Y203と して,複 合酸化物粒子

形成の ためにTiを 添 加す る とともに,α/γ 変態 による組 織

制御を積極的 に利用す るためマルテンサ イ ト系 とした.ま た

固溶 強化元素 としてWを2mass%添 加 した.

9Cr-ODSフ ェ ラ イ ト/マ ルテンサ イ ト鋼 の固化 成形体 の

1323K焼 き な ら し ・1053K焼 き 戻 し熱処理 後 の組織 を図

1に 示 す.そ の組織はSEM写 真 で黄 色 く見え る残留 α相 と

その周 りの フェライ ト/マ ル テンサイ ト相か ら構成 されてい

る.残 留 α相 は熱 力学的解析 か ら,1423Kで の 固化成形 時

に析 出 した複 合酸 化物粒子 のピソニング効果に よって変態 γ

相の成長 が抑制 され,未 変態の α相 の まま存在 した組織 が

焼 きな らし ・焼 き戻 し熱処理 において もその まま残留 した も

フェライト/マルテンサイト相

酸化物粒子(5nm)

酸化物粒子(2nm)

図19Cr-ODSフ ェ ライ ト/マ ルテン サ イ ト鋼 の焼 き

な らし ・焼 き戻 し熱処理後の組織.
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の であ る(1).こ の 残 留 α相 内で は,図1に 示 す よ うに,複

合酸化物粒子 が緻密 に2nmサ イズで超微細化す るため,ク

リー プ強度 が大幅 に向上 す る〔3)。この残留 α相 の生 成 は鋼

中の酸 素量 に支 配 され る ことを明 らか に して(4),9Cr-ODS

フ ェ ライ ト/マ ル テンサ イ ト鋼 における母相 の α/γ変態 に よ

るメゾ スケール組織制御技術 と複 合酸化物粒子の固溶 ・析出

を利用 したナ ノスケール制御技術 を独 自に開発 した.

(2)ピ ルガー圧延 ・熱処理技術の開発

作製 した9Cr-ODSフ ェライト/マルテンサイ ト鋼被覆管

の連続冷却変態線図(CCT線 図)を 図2に 示す.残 留 α相を

含むため,そ の旧γ粒径は5μmと 極端に小さく,γ→α変態

の ノーズは酸化物粒子を含まない通常の9Cr溶 解材に比べ

てはるかに高冷却速度側に張 り出している特徴がある.こ の

CCT線 図に基づ き,ピ ルガー圧延機を用いた50%冷 間圧延

の途中で行 う中間熱処理では,γ 域で1323K×30分 保持

後,冷 却速度を100K/hの 炉冷処理(FC)と してα相にする

ことにより,加 工硬化 した組織を軟化させることに成功し

た(5).4回 の冷間圧延 とその後の熱処理を繰返して被覆管に

加工する途中の硬さ変化を図3に 示す.被 覆管硬さはピルガ

図29Cr-ODSフ ェ ラ イ ト/マ ル テン サ イ ト鋼 被覆 管

の連 続冷却変 態線 図(CCT線 図):破 線 は通常 の

9Cr溶 解 材.

図3圧 延途中の硬さ変化:γ 相からのFC(炉 冷)を 利
用 した中間熱処理により,十 分な硬さにまで軟

化される.最 終NT熱 処理(焼 きな らし ・焼 き戻

し).

一圧延 を継続 して実 施可能な ビ ッカース硬 さ400Hv以 下 に

再現性 よ く軟化されているこ とが分か る.所 定 の寸法 まで圧

延加工 した後,圧 延 方向に伸長 した結晶粒を等軸 化する とと

もに靭 性 を確 保 す るた め,最 終熱 処 理 と して焼 きな ら し

(1323K×1時 間,AC)と 焼 き戻 し(1073K×1時 間,AC)を

施 す 。実機製造 ライン におけ るACの 冷 却速度 は約3000K/

hで あ るた め,図2に 示 したCCT線 図 よ り,被 覆 管製品 は

残留 α相を含むフ ェライ ト/マ ルテンサ イ ト組織である.

(3)高 温強度特性

製造 した9Cr-ODSフ ェ ラ イ ト/マ ル テンサ イ ト鋼被覆管

製 品 の923K,973K,1023Kに お け るク リー プ強度 をす で

に実用化 されている通常の溶解材であ るHT9(フ ェラ イ ト系

耐熱 鋼),お よび高速増殖原型炉 「もん じゅ」の被覆管 であ

るPNC316(オ ー ステナ イ ト系耐 熱鋼)と 比較 して 図4に 示

す(5).組 織 制 御 した9Cr-ODSフ ェラ イ ト/マ ル テンサ イ ト

鋼被覆管 は,フ ェラ イト系耐熱鋼管 としては世界最高の クリ

ー プ強度 を示 す .ま た,応 カー破断時 間 の傾 きが 小 さいた

め,燃 料被覆 管に要求 される120MPa以 下 の周応 力条件で

は,そ の破断 時間はPNC316を も凌駕 して いる こ とが分か

る.ま た リング引張試験で得 られた周方 向一様伸び を図5に

図49Cr-ODSフ ェ ラ イ ト/マ ル テンサ イ ト鋼 の ク リ
ー プ強 度 とHT9 ,PNC316と の 比較:矢 印 は試

験継 続中を示 す.

図59Cr-ODSフ ェ ライ ト/マ ルテ ンサ イ ト鋼 とHT9

の一 様伸 びの比較 。

ま て り あ 第45巻 第1号(2006)
Materia Japan

49



単体粉末

イ ットリア粉末

9Cr-0.13C-2W-
0.2Ti-0.35Y2O3

メカニカルアロイング

(MA)

中空キャブセルへの
MA粉 装填

中空キャプセル(147mm外 径×

22mm内 径 ×590mm長)

熱 間 押 出し

(2,000ト ンプレス、1423K)

冷間圧延
(ビルガー圧延機)

途中軟化熱処理
最終熱処理

被 覆 管

{8.5mm外 径 ×7.5mm内 径

×2,000mm長)

図69Cr-ODSフ ェライ ト/マ ル テンサ イ ト鋼被覆管製品の実 用化製造 プロセ ス.

示 す(5).9Cr-ODSフ ェ ライ ト/マ ル テンサ イト鋼 被覆 管製 品

の引張 り延性 は使用 温度で あ る673K以 上 にお いて極め て

優れている ことが分かる.こ れ は,ナ ノ酸化物粒 子に よって

転位 の回復 が抑制 され,加 工硬化が持続す るためである.

3.実 用 化 製 造 プ ロセ ス

寸 法が外径8.5mm,肉 厚0,5mmで2rn長 さの 高速 炉燃

料被覆管 を製造す るため に開発 した一連 の実 用化製造 プロセ

スを図6に 示 す.10kgバ ッチ のア トライ ターボール ミル を

用 いて,単 体 金 属 粉 末 とY203粉 末 を48時 間MA処 理 す

る.そ れ らを軟鋼 中空キ ャプセ ルに封入 し673K×0.1Paで

脱 気 した後,1,423Kで の 熱間押 出 しに より固化成形 す る.

こ の ように して製造 した外 径32mm,内 径21mm,長 さ4

mの 大 型 中空 素管 か ら,通 常 の ステ ンレ ス鋼管 と同様 に2

ロー ル型の ピルガー圧延機を用いて,途 中に炉冷軟化熱処理

を施 しなが ら1回 の圧延 率が50%の 冷 問圧延 を4回 繰 り返

して,実 機被覆管製品を製造す る(6).こ の技術 は,軽 水炉用

ジル カロイ被覆管の製造プ ロセ スと比較 して も遜 色な いレベ

ルであ る.

4.実 用 化 状 況

9Cr-ODSフ ェラ イト/マ ルテンサ イ ト鋼被覆管製品の端栓

との接合技術 と検査技 術を開発 しの,製 造 した燃料 ピンを ロ

シアの高速 実験 炉BOR-60で50GWd/tま で 照射 した〔8}.

ま た,9Cr-ODSフ ェ ライ ト/マ ルテンサ イ ト鋼被覆管製 品の

照射 による影響を評価 して(9),材 料 強度基準 とそのデー タベ

ー スを整備 し,国 より高速実験炉 「常陽」での使 用許 可をす

で に取得 している,今 後 は高速増殖原型炉 「もん じゅ」の燃

料被覆管 として,使 用 される計画であ る〔飢

5.特 許

本技 術 に関 して は,特 許3073981号,第3171185号,第

3467740号 を はじめ国内外合わせて特許20件 を 出願済である.
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